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(百万円未満切捨て)

１．2021年５月期第２四半期の業績（2020年６月１日～2020年11月30日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年５月期第２四半期 7,670 13.2 250 11.9 224 0.7 147 1.7
2020年５月期第２四半期 6,774 △24.3 224 △76.3 222 △76.3 145 77.5

　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2021年５月期第２四半期 11.61 11.60

2020年５月期第２四半期 11.04 11.03

　

　
（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2021年５月期第２四半期 19,422 5,622 28.9

2020年５月期 17,941 6,084 33.9

(参考) 自己資本 2021年５月期第２四半期 5,615 百万円 2020年５月期 6,078 百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2020年５月期 － － － 20.00 20.00

2021年５月期

　年 月期(予想) － 22.00 22.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2021年５月期の業績予想（2020年６月１日～2021年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 21,100 △9.9 1,500 11.7 1,420 9.5 955 9.5 74.98

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　

　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2021年５月期２Ｑ 13,358,540株 2020年５月期 13,358,540株

② 期末自己株式数 2021年５月期２Ｑ 871,431株 2020年５月期 331,031株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2021年５月期２Ｑ 12,735,638株 2020年５月期２Ｑ 13,160,829株

（注）期末自己株式数には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式（2020年５月期２Ｑ

331,000株、2021年５月期２Ｑ308,400株）が含まれております。また、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式数には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式（2020年５月期２Ｑ

331,000株、2021年５月期２Ｑ322,447株）が含まれております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっ

ての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想などの将来

予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が継続しており、個人

消費や企業活動が著しく停滞いたしました。経済活動の再開が段階的に進められる中、各種政策の効果により持ち

直しの動きがみられましたが、感染拡大に留意しながらの経済活動は未だ不確実性が高く、収束時期も不透明なこ

とから予断を許さない状況は続いております。

建設業界におきましては、公共建設投資は堅実に推移する一方、新型コロナウイルス感染症の影響により、国内

設備投資や新設住宅着工などは弱含み、民間建設投資が抑制される傾向となりました。

このような状況のもと、当社の主要事業エリアである東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）における

2020年１月から11月までのマンション着工件数は、50,892戸（前年同期8.0％減）と、2020年（暦年）では予想され

た54,000戸には達する見通しで、下振れではあるものの大幅な下落には至らない見込です。

一方、2020年１月から11月までのマンション供給件数は、緊急事態宣言の営業自粛の影響が大きく19,874戸（同

20.0％減）と大きく下降し、2020年（暦年）では、24,400戸程度となる見通しとなっております。

2021年（暦年）の動向につきましては、マンション着工件数は60,000戸程度、マンション供給戸数は32,000戸程

度、販売在庫は6,000戸台と2019年の水準に戻ると予想されていること、引き合い案件は依然活況であること、東京

圏における当社のシェアは２％程度と伸張の余地は充分にあることから、当社における当面の受注及び施工物件の

確保は可能と考えております。

（データはいずれも国土交通省-公表資料、「都道府県別着工戸数」及び（株）不動産経済研究所-公表資料、「首

都圏マンション市場動向」、「首都圏マンション市場予測－2021年の供給予測－」より）

当社は「より良質な住宅を供給し、豊かな住環境に貢献する」という社是を制定し、より良質な住宅を供給する

という社会的使命を果たすべく事業を推進しております。「安全・安心・堅実」という基本方針に関し、安全につ

きましては、安全パトロールの実施等により重大事故ゼロを継続しております。安心と堅実に対応する品質につき

ましては、独自のマニュアルの制定や、その徹底を図る目的としての研修会等を定期的に開催しております。また、

建物の強度を保つ重要な躯体部分（杭、配筋、生コンクリート）の品質について、第三者機関による検査を導入し、

建物の品質確保に万全を尽くしております。

当社は、創業から10年目の節目の年を迎え、2021年5月期からの3ヶ年を年商500億円の実現に向けたステップアッ

プ期と位置づけ、中期経営計画「Innovation2020」を策定いたしました。業容拡大と利益水準向上への継続的な取

り組み及び新たな価値創出により持続的な成長を目指すこととし、その達成に向け全社一丸となり取り組んでおり

ます。

当第２四半期累計期間におきましては、JR前橋駅北口地区第一種市街地再開発事業の施設建築物の請負工事を受

注し、11月より着工しております。当該建物は、当社初の超高層・免震タワーマンションであり、分譲マンション

建設事業の今後の飛躍にも繋がると期待しております。また、当該建物は地元企業３社と共同事業体にて施工して

おり、今後の地域活性化にも寄与していきたいと考えております。

また、当社は、東京理科大学(工学部建築学科 高橋治研究室)の協力を得て、同大学の認定ベンチャー企業である

株式会社サイエンス構造と新構造システム等につき共同研究を行ってまいりましたが、この度12メートル以上のワ

イドスパンを実現する新たな免震工法として『ジーナス（ZENAS）工法』を開発いたしました。本工法により敷地形

状や方位等の立地条件に柔軟に対応することができ、柱や壁のない大空間やバルコニー側を大開口とした換気・採

光に優れた間取りの実現が可能となります。柱の本数減少により建築資材や作業員数を縮減でき、環境負荷を低減

しコストマネジメントに優れた工法となっており、翌事業年度以降の実物件採用を目指しております。

これらの結果、当第２四半期累計期間の売上高は7,670,448千円（前年同四半期比13.2％増）、営業利益250,966

千円（同11.9％増）、経常利益224,338千円（同0.7％増）、四半期純利益147,811千円（同1.7％増）となりまし

た。

なお、当社は「分譲マンション建設事業」の単一セグメントであるため、セグメントの業績については記載を省

略しております。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ1,480,927千円増加し、19,422,233千円となり

ました。これは、現金及び預金が1,809,919千円減少した一方で、受取手形・完成工事未収入金等が797,179千円、

仕掛販売用不動産が2,761,346千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ1,943,373千円増加し、13,800,055千円となり

ました。これは、未成工事受入金が160,380千円減少した一方で、支払手形・工事未払金が201,188千円、１年内返

済予定の長期借入金が600,000千円、長期借入金が1,160,000千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ、462,446千円減少し、5,622,177千円とな

りました。これは、四半期純利益の計上により利益剰余金が147,811千円増加した一方、配当金の支払により利益剰

余金が267,170千円、自己株式の取得により自己株式が358,606千円それぞれ減少したことが主な要因であります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年５月期の業績予想につきましては、2020年７月10日に公表いたしました予想数値に変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2020年５月31日)

当第２四半期会計期間
(2020年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,091,153 2,281,233

受取手形・完成工事未収入金等 5,098,570 5,895,749

販売用不動産 4,254,364 4,020,406

仕掛販売用不動産 3,594,222 6,355,569

未成工事支出金 48,318 53,896

その他 681,497 582,145

流動資産合計 17,768,126 19,189,001

固定資産

有形固定資産 24,410 20,893

無形固定資産 9,260 9,978

投資その他の資産 139,508 202,358

固定資産合計 173,179 233,231

資産合計 17,941,305 19,422,233

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 4,260,122 4,461,310

短期借入金 3,200,000 3,200,000

1年内返済予定の長期借入金 － 600,000

未払法人税等 139,118 94,663

前受金 26,894 48,626

未成工事受入金 168,473 8,092

賞与引当金 4,500 3,000

完成工事補償引当金 29,407 17,422

役員株式給付引当金 17,969 10,337

その他 580,666 743,141

流動負債合計 8,427,153 9,186,595

固定負債

長期借入金 3,335,000 4,495,000

退職給付引当金 59,156 66,597

株式給付引当金 32,648 42,716

その他 2,723 9,146

固定負債合計 3,429,527 4,613,460

負債合計 11,856,681 13,800,055

純資産の部

株主資本

資本金 728,769 728,769

資本剰余金 687,430 687,430

利益剰余金 4,922,583 4,803,224

自己株式 △260,779 △603,866

株主資本合計 6,078,004 5,615,557

新株予約権 6,620 6,620

純資産合計 6,084,624 5,622,177

負債純資産合計 17,941,305 19,422,233
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2019年６月１日
　至 2019年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2020年６月１日
　至 2020年11月30日)

売上高

完成工事高 5,952,261 7,057,879

不動産売上高 558,974 539,376

その他の売上高 263,213 73,192

売上高合計 6,774,449 7,670,448

売上原価

完成工事原価 5,300,548 6,335,781

不動産売上原価 525,519 484,533

その他売上原価 223,291 50,983

売上原価合計 6,049,360 6,871,298

売上総利益

完成工事総利益 651,712 722,097

不動産売上総利益 33,454 54,842

その他の売上総利益 39,921 22,209

売上総利益合計 725,089 799,150

販売費及び一般管理費 500,784 548,183

営業利益 224,304 250,966

営業外収益

受取利息 7 9

不動産取得税還付金 249 －

労働保険料還付金 654 －

物品売却収入 177 237

未払配当金除斥益 74 303

助成金収入 － 9,420

その他 307 1,650

営業外収益合計 1,471 11,620

営業外費用

支払利息 2,990 27,934

支払手数料 － 8,130

自己株式取得費用 － 2,151

その他 32 31

営業外費用合計 3,022 38,248

経常利益 222,752 224,338

税引前四半期純利益 222,752 224,338

法人税、住民税及び事業税 74,628 79,867

法人税等調整額 2,817 △3,339

法人税等合計 77,446 76,527

四半期純利益 145,306 147,811

　



ファーストコーポレーション株式会社(1430) 2021年５月期 第２四半期決算短信

6

（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2019年６月１日
　至 2019年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2020年６月１日
　至 2020年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 222,752 224,338

減価償却費 8,545 8,589

賞与引当金の増減額（△は減少） △100 △1,500

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △9,202 △11,985

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,428 7,441

株式給付引当金の増減額（△は減少） 8,748 10,068

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 9,564 5,826

受取利息 △7 △9

支払利息 2,990 27,934

支払手数料 － 8,130

自己株式取得費用 － 2,151

売上債権の増減額（△は増加） △1,932,824 △797,179

たな卸資産の増減額（△は増加） △832,491 △2,533,094

前渡金の増減額（△は増加） △37,916 101,151

仕入債務の増減額（△は減少） △308,531 201,188

前受金の増減額（△は減少） 43,682 21,731

未成工事受入金の増減額（△は減少） △134,605 △160,380

未収消費税等の増減額（△は増加） △35,169 △39,067

未払消費税等の増減額（△は減少） △104,905 －

その他 △170,846 △18,970

小計 △3,264,888 △2,943,634

利息の受取額 7 9

利息の支払額 △3,411 △28,812

法人税等の支払額 △286,891 △122,697

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,555,184 △3,095,135

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △470

無形固定資産の取得による支出 － △5,321

敷金の返還による収入 1,128 2,243

敷金の差入による支出 △1,810 △1,490

ゴルフ会員権の取得による支出 △19,629 －

その他 5 3,020

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,306 △2,018

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,300,000 4,000,000

短期借入金の返済による支出 △1,300,000 △4,000,000

長期借入れによる収入 490,000 1,751,870

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増
加）

－ 160,972

自己株式の取得による支出 △111,023 △360,757

自己株式の処分による収入 － 1,862

配当金の支払額 △505,881 △265,950

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △712 △763

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,872,382 1,287,234

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,703,108 △1,809,919

現金及び現金同等物の期首残高 3,990,522 4,091,153

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,287,414 2,281,233
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2020年５月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式563,000株の取得を行っております。また、役

員株式給付制度により自己株式22,600株を処分しております。これらの結果、当第２四半期累計期間において、

自己株式が343,087千円増加し、当第２四半期会計期間末において自己株式が603,866千円となっております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、分譲マンション建設事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。

（追加情報）

(新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響に関しては、今後の広がり方や収束時期等を正確に予測することが困難な状

況であります。このため、四半期財務諸表作成時において入手可能な外部の情報等を踏まえて、2021年５月期の

一定期間にわたり当該影響が継続するものと仮定し、工事進行基準の見積り及び繰延税金資産の回収可能性の見

積りを行っております。なお、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多く、長期化した場

合は、建設市場の縮小、顧客による事業計画の見直し、施工中案件の工事中断等により2021年５月期以降の当社

の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　


